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研究代表者：波多野 悦朗 一般社団法人日本外科学会 理事 

 
 

研究要旨： 

献体を使用した手術手技研修（CST: Cadaver Surgical Training）は高度な手術の安全な

普及に有効であり、2012年に日本外科学会と日本解剖学会から『臨床医学の教育及び研究に

おける死体解剖のガイドライン』が公表されたことにより、国内での実施が可能となり、多

くの国内の医学部で実施が可能となった。ガイドラインでは、各大学はCSTの実施報告書を

日本外科学会に提出し承認を得ることを要求しており、日本外科学会CST推進委員会は実施

内容を審査し、必要に応じて指導を行ってきた。しかし、CSTの普及によって、日本外科学会

が担当する領域のCSTは全体の約1/5のみとなっており、全ての領域を網羅した審査体制を維

持することが困難となってきている。 

そこで、本研究では、新団体の設立や、日本医学会連合による統括体制を想定し、以下の

４項目の課題を掲げている。① 現行の報告システムの改善、② プロフェッショナル・オ

ートノミーの強化、③ CSTの課題を解決する新ガイドラインの作成、④ 一般市民に理解

していただくための活動の実施。 

本年度は、新たなCSTを統括する組織の構築のために、日本外科学会CST推進委員会ととも

にCSTの今後のあり方を検討した。また、CSTにおける重要な課題について、「CST画像の適正

管理ワーキンググループ（WG）」を立ち上げ、検討を加えた。 

上記の提言を踏まえて、最終年度には統括体制の移行、新団体による「ガイドライン」の

改訂等の検討を計画している。 
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A 研究目的 

高度な手術治療を安全に提供するには

トレーニングが欠かせない。従来手術手技

の修練には OJT（on the job training）が

行われてきたが、高難度手術や希な疾患の

手術法の習得には、献体を使用した手術手

技研修（CST: Cadaver Surgical Training）

が有効である。国内での CST は 2012年に日

本外科学会と日本解剖学会により『臨床医

学の教育及び研究における死体解剖のガイ

ドライン』を制定したことにより可能とな

った。また、厚労省の『実践的な手術手技

向上研修事業』の予算措置により、実施例

は全国で増加の一途にあり、ガイドライン

公表後の 10 年間で 38 の医科大学で 2,677

回 CST等が実施され、のべ 26,123人が参加

している（文献１）。 

これまで、ガイドラインの記載に沿って、

日本外科学会 CST 推進委員会が各大学の

CST 等の報告書を受理し、実施内容の妥当

性、予算運営の公正性、企業関連の COI 等

に関する透明性を審査し、必要に応じて指

導を行い承認してきたが、CST の普及に伴

い報告書の約 4/5 は日本外科学会の領域外

となっているのが現状である（図 1）。この

ような背景から、これまで日本外科学会が

行ってきた各大学の CST の審査、ガイドラ

イン改訂などのルール策定、並びに将来構

想の策定等の業務は、将来的には外科系各

領域を統括する組織が行いつつ、各領域で

プロフェッショナル・オートノミーを強化

することで、CST を健全に普及させる必要

性も生じてきた。 

そこで、本研究は、これまでの地域医療

基盤開発推進研究事業「献体による効果的

医療技術教育システムの普及促進に関する

研究」の成果を踏まえ、新団体の設立や、

日本医学会連合による統括体制の移行など

を想定し、新たな CST を統括する組織の構

築のために、これまでの CST 報告の問題点

を洗い出し、提言案をまとめることを目的

図 1 診療領域別の CST の実施件数 
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とした。 

B 研究方法 

CST の普及により、これまで日本外科学

会が行ってきた各大学の CST の審査、ガイ

ドライン改訂などのルール策定、並びに将

来構想の策定等の業務は、日本医学会連合

等の組織のような、外科系の各領域と解剖

学を統括する組織が行う必要性が生じてき

た。そこで、本研究では、これまでの地域

医療基盤開発推進研究事業「献体による効

果的医療技術教育システムの普及促進に関

する研究」の成果を踏まえ、日本外科学会

CST 推進委員会、日本解剖学会、臨床系各領

域の専門学会、ならびに日本医学会連合の

協力を得て、下記の 4 つの課題を掲げた活

動を行ってきた。本年度は、新たな CST を

統括する組織“CST評価委員会（仮称）”の

確立を前提とした組織の再編成と、新ガイ

ドラインの作成の準備などを行うこととし

た。 

 

本研究の４つの課題 

 現行の報告システムの改善 

 プロフェッショナル・オートノミーの強化 

 CST の課題を解決する新ガイドラインの

作成 

 一般市民に理解していただくための啓発

活動 

 

また、今年度の新たな活動として、これ

までの CST 実施報告書の中から問題点を抽

出し、顔面移植や美容外科などの形成外科

領域における CST 画像の取扱いについて問

題点を洗い出し、提言案をまとめるための

活動を行った。 

 

CST のあり方の検討 

本研究では CST の審査、ガイドライン改

訂、将来構想など、今後の我が国の CST の

あり方の検討を日本外科学会 CST 推進委員

会と連動して行う。これにより、これまで

の日本外科学会中心の審査・推進体制から、

日本医学会連合等の上位の団体とそれに所

属する臨床系の各学会への移行を検討する。 

 

CST 画像の適正管理ワーキンググループの

開催 

我が国における CST 普及に伴い、顔面移

植手術や美容外科の CST の実施に関して、

顔などの個人を特定できる遺体の写真が学

会等で使用される事例が報告されているた

め、公表の条件、方法等のルールを作成す

る必要が生じている。そこで、日本形成外

科学会よりメンバーの参加を得てワーキン

ググループを構成し、新ガイドライン作成

の準備段階として、適正な画像の取扱いに

ついて、議論を行う。 

 

C 研究結果 

本研究の４つの課題に対する活動内容は

以下のとおりである。 

 

① 現行の報告システムの改善 

今後の CSTのあり方の検討は、日本外科学

会 CST 推進委員会と連動して実施した。具

体的な改善策として、これまで日本外科学
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会 CST 推進委員会は、外科、解剖学、整形

外科、脳神経外科、耳鼻咽喉科、口腔外科、

産婦人科、泌尿器科、麻酔科領域の各領域

の委員により構成されていたが、2022 年度

から新たに形成外科、救急、および歯科領

域の各学会より委員を推薦いただいた。ま

た、これらの委員には自らの領域の報告書

の審査業務を分担いただく他、本研究の検

討課題である、新団体や日本医学会連合へ

の業務移管等に関しても検討に加わってい

ただいた。 

実施内容（日本外科学会との連携） 

・ CST 推 進 委 員 会 に つ い て の 説 明

会.2022.8.24.（Zoom） 

・CST レビュー会.2022.11.2（Zoom） 

・令和 4 年度 第 1 回 CST 推進委員会・令和

4 年度第 1 回「献体による効果的医療技術

教育システムの普及促進に関する研究」

20223.1.10（Zoom） 

 

② プロフェッショナル・オートノミーの強化 

ガイドラインが、日本外科学会と日本解剖

学会の連名で公表された経緯から、外科系

の各学会への周知は必ずしも十分とは言え

ない。そこで、各学会に働きかけ、学術集

会等における講習会等の実施を提案し、ル

ールの周知を図った。 

実施内容（講演、座長等） 

・第 121 回日本外科学会定期学術集会

2022.4.16（小林、七戸） 

・第 123 回日本耳鼻咽喉科頭頚部外科学会」

2022.5.28（鈴木） 

・第 55 回日本整形外科学会骨・軟部腫瘍学

術集会（指導者講習会）」2022.7.14（七戸） 

・第 81 回日本脳神経外科学術集会（特別シ

ンポジウム）」2022.9.28（小林、七戸、鈴木） 

 

③ CST の課題を解決する新ガイドラインの作

成 

今後、各学会合同で医療機器開発の実施要

項も含めた共通項目に関する新ガイドライ

ンを作成するべく、2022年度は CST画像の

適正管理 WGを立ち上げ、喫緊の課題につい

て検討を行った。WGでは、日本形成外科学

会よりメンバーの参加を得て、新ガイドラ

イン作成の準備段階として、適正な画像の

取扱いについて議論を行った。 

実施内容 

・第 1 回 CST 画像の適正管理ワーキンググ

ループ 2023.1.6 

 

④ 一般市民に理解していただくための啓発

活動 

2021 年度は、生命倫理の専門家の橳島次

郎先生、日本の献体制度に詳しい香西豊子

先生との意見交換を行い、わが国の解剖の

歴史的背景を踏まえ、臨床医学の教育・研

究目的の遺体利用の原点を再確認する必要

があることを確認している。2022 年度は具

表 1 ワーキンググループメンバー 

・CST 画像の適正管理 WG 
本研究の担当者：小林英司（委員長）、鈴木崇
根（座長）、波多野悦朗（オブザーバー）、七戸
俊明（メンバー）、形成外科学会：今井啓道、秋
田新介、津下到 
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体的な活動は行わなかったが、2023年度に

は、一般向けの資料の作成や市民公開講座

等の開催によって、CST の必要性を啓発す

る活動を行うこととしている。 

 

D. 考察 

ガイドラインの公表から 10 年が経過し、

これまで CST は順調に普及してきたが、一

度不適切な実施が社会問題になると、これ

まで普及のために行ってきた活動全てが水

泡に帰す可能性がある。今後わが国の CST

をさらに健全に発展させるためには、外科

系学会全体に CST ガイドラインを周知さ

せ、各学会のプロフェッショナル・オート

ノミーを高める必要がある。また、今まで

日本外科学会が担ってきた CST を統括す

る業務は、外科系各学会を統括する新団体

や日本医学会連合などの上位の学術団体へ

移行するのが理想的であり、それに伴い審

査システムの改善と、新体制によるガイド

ライン改訂を行うことが望ましい。 
 

E. 結論 

初年度に提示した4提案に沿って研究を

進めた。今後わが国のCSTをさらに健全に発

展させるためには、外科系学会全体でCSTガ

イドラインを周知させ、各学会のプロフェ

ッショナル・オートノミーを高める必要が

ある。最終年度には、日本外科学会に代わ

る新団体の設立や、日本医学会連合へのCST

機能の移転の可能性を多角的に検討すると

ともに、それに伴う審査システムの改善と、

新体制によるガイドライン改訂を検討する

予定である。 
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＜学会発表＞ 

・第 121 回日本外科学会定期学術集会

2022.4.16（座長：小林英司、発表：七戸俊

明他） 

・第 123回日本耳鼻咽喉科頭頚部外科学会」

2022.5.28（発表：鈴木崇根） 

・第 55回日本整形外科学会骨・軟部腫瘍学

術集会（指導者講習会）」2022.7.14（発表 

：七戸俊明） 

・第 81回日本脳神経外科学術集会（特別シ

ンポジウム）」2022.9.28（発表：小林英司、

七戸俊明、鈴木崇根） 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1.特許出願 
 なし 
2.実用新案特許 
 なし 
3.その他 
 なし 
 


